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公立大学法人秋田県立大学の中期計画の変更認可について

高 等 教 育 支 援 室

１ 変更に係る法律上の手続等

○ 地方独立行政法人法において、地方独立行政法人は、中期目標の指

示を受けたときは、これを達成するための中期計画を作成し、設立団

体の長の認可を受けなければならず、これを変更しようとするときも、

同様とされている。（法第２６条第１項）

○ また、知事が認可しようとするときは、あらかじめ、評価委員会の

意見を聴かなければならないとされている。（法第７８条第４項）

２ 変更認可申請の内容等

（変更理由）

○ システム科学技術研究科博士前期課程の専攻改組及び次世代農工

連携拠点センター（仮称）の設置に関する学内の検討状況等を踏まえ

中期計画の記載を改めるとともに、新たに「産学官共同電動化システ

ム研究開発事業（地方大学・地域産業創生交付金）」における取組につ

いて中期計画に位置付ける必要がある。

（変更内容）

○ 中期計画「Ⅱ 教育に関する目標を達成するための措置」の「２ 教

育の充実」「(2)大学院教育の充実①、②」、「Ⅲ 研究に関する目標を

達成するための措置」の「１ 先端的・独創的研究や特色ある研究の

推進①」及び「Ⅳ 地域貢献に関する目標を達成するための措置」の

「１ 県内産業の支援」「(1)産業振興への寄与①ア、エ」、「２ 地域

社会への貢献」「（２）地域課題解決・地域活性化への支援①」の所要

の変更を行う。

３ 認可についての考え方

○ 法人から申請のあった変更認可申請の内容については、県の施策の

方向性に合致し、中期目標で指示した事項を達成するために必要なも

のと考えられることから、認可が適当であると認められる。

2


